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3前提
「公正競争を阻害しない範囲で例外的に認める」という

最終答申の記載に沿い、共同調達の許容可否・条件について検討が必要

出典：NTTグループにおける共同調達に関する検討会(第1回) 資料1-2 事務局説明資料(総務省：2020年3月24日）P.6

(1) 公正競争を阻害しない範囲において例外的に共同調達を認める
(2) 利用者への利益の還元
(3) 他の事業者も含めた共同調達
(4) 公正競争を阻害しない範囲での共同調達の実施に関する方針の策定

 共同調達の状況の公表
 公正競争への影響等を検証
 共同調達の運用状況等に関する定期的な報告

共同調達の条件 事後措置
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5(1)公正競争を阻害しない範囲において例外的に共同調達

共同調達スキームへの
競争事業者の参加は事実上困難

電気通信事業法(禁止行為規制等)を遵守しても
結果的に公正競争を阻害する可能性がある

1

1

2

公正競争環境を確保する取り組みとして、NTT殿ご提案の内容のみでは不十分

出典：NTTグループにおける共同調達に関する検討会(第1回) 資料1-5 日本電信電話株式会社 説明資料(2020年3月24日) P.4
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6(1)公正競争を阻害しない範囲において例外的に共同調達

網機能提供計画は
共同調達に関する懸念を解消しない

3

3

公正競争環境を確保する取り組みとして、NTT殿ご提案の内容のみでは不十分

出典：NTTグループにおける共同調達に関する検討会(第1回) 資料1-5 日本電信電話株式会社 説明資料(2020年3月24日) P.7



7①電気通信事業法(禁止行為規制等)の遵守のみでは不十分

出典：NTTグループにおける共同調達に関する検討会(第1回) 資料1-4 当社説明資料(2020年3月24日）P.17

不当な差別的取扱いにはあたらずとも、
結果的に競争優位性が著しく高まる事例が考えられる

4.5GHz帯共用機器のメリットを享受できるのは
NTTドコモ殿・NTT東西殿(ローカル5G)のみ

NTT東西殿が差別的取扱いをせずとも、
結果的に競争事業者は排他される



8②共同調達スキームへの競争事業者の参加は事実上困難
調達関連情報はNTTグループ殿に容易に提示できるものではない

出典：NTTグループにおける共同調達に関する検討会(第1回) 資料1-5 日本電信電話株式会社 説明資料(2020年3月24日) P.6

ベンダ・型番・数量・必要時期等は、
営業・経営戦略情報のひとつ

外部に容易に提示できる情報ではなく、
現時点において参加は困難と想定



9③網機能提供計画は共同調達に関する懸念を解消しない

出典：NTTグループにおける共同調達に関する検討会(第1回) 資料1-4 当社説明資料(2020年3月24日）P.4

網機能提供計画の届出・公表

NTTグループ殿による先行検討期間
(仕様等は既に確定)

II
競争事業者との非対称性

競争事業者の検討

網機能提供計画の公表時点では、
既に競争事業者との間で非対称性が生じている

網機能提供計画の公表は、接続条件の公平性を担保しない



10(1)公正競争を阻害しない範囲において例外的に共同調達

出典：NTTグループにおける共同調達に関する検討会(第1回) 資料1-4 当社説明資料(2020年3月24日）P.4-5

共同調達の実施にあたっては、下記のような懸念等も踏まえ、
公正競争を阻害しない「例外的」な範囲の具体化が必要

「例外的」な範囲の具体例 ①調達可能な品目を限定 ②閾値による制限

NTTグループ一体化(競争事業者の排除) NTT殿と競争事業者の非対称性



11①調達可能な品目を限定
公正競争阻害のおそれがある品目は共同調達の対象外とすべき

対象外とすべき品目(例) 公正競争阻害のおそれ

サーバ・ルータ
• NTT殿仕様(インタフェース、その他製品仕様)の固定化
• 相互接続・卸を受ける競争事業者のサービスへの制約・変更

(運用上、NTT殿の仕様に左右される部分が多い)

基地局設備・設置工事 • NTTドコモ殿とNTT東西殿の連携(機器共通化、共同工事等)

ユーザ設備
（終端装置、携帯機器 等）

• NTT殿仕様の固定化
• NTTドコモ殿とNTT東西殿の連携(機器共通化、共同工事等)

共同調達はあくまで「例外的」に認められることを踏まえ、
ホワイトリスト方式にて公正競争阻害のおそれがない品目のみ許容



12②閾値による制限

NTT殿・NTT東西殿の調達額に占める
共同調達額の割合

調達品目毎の共同調達額・量

品目A

品目B

品目C

調
達
額
・
量その他調達

【制限の例】

共同調達はあくまで「例外的」に認められることを踏まえ、
公正競争を阻害しない調達額・量に限定

共同
調達



13参考：電話サービス提供における他者設備利用
包括的検証で同様に例外的に許容された他者設備利用については、

NTT東西殿において「例外」となるケースを提案

電話サービス提供における他者設備利用

出典：電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証 最終答申(情報通信審議会：2019年12月17日）P.8

• 利用者が極端に少ない
• メタル再敷設・光化が極めて不経済

他者設備の利用が真に必要・合理的な場合
(自己設備設置に比してその割合は極めて少ない)



14参考：電話サービス提供における他者設備利用

出典：基盤整備等の在り方検討WG(第3回) 資料基3-1 日本電信電話株式会社等 説明資料(2019年9月24日）P.5

他者設備利用を真に必要とする背景について
NTT殿より定量的な提示あり

出典：情報通信審議会 電気通信事業政策部会 電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証に関する特別委員会(第4回)
資料4-2 日本電信電話株式会社 説明資料(2019年1月30日）P.26

例外的に許容される範囲の考え方について
NTT殿より提案

• 500mメッシュ内に存在回線数が1~3回線
• 過疎地から4.9%相当回線



15(2)利用者への利益の還元

出典：NTTグループにおける共同調達に関する検討会(第1回) 資料1-5 日本電信電話株式会社 説明資料(2020年3月24日) P.3

公正競争を阻害しない範囲で例外的に認められるものである以上、
NTTグループ殿の競争力強化のみが効果として現れるのは認められない

共同調達の結果としてのNTTグループ殿の競争力強化

ネットワークサービス(光サービス卸等)の料金低廉化が必須

出典：電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証 最終答申(情報通信審議会：2019年12月17日）P.50



16(3)他の事業者も含めた共同調達
競争事業者の参加・公平性を確保するためには、対象品目の限定が必要

(競争事業者がNTT殿に対して、共同調達に必要な情報を提供可能な品目に限定)

出典：NTTグループにおける共同調達に関する検討会(第1回) 資料1-5 日本電信電話株式会社 説明資料(2020年3月24日) P.6

調達品目によっては経営戦略情報が含まれ
実効的ファイアウォールの有無を問わず
競争事業者の利用は想定し難い



17(3)他の事業者も含めた共同調達

①左記以外の共同調達の有無
• 本スキーム以外での共同調達の実施有無
• 無い場合、これを担保・確認する方法の明確化

②案件エントリの詳細
• 案件エントリ時期・回答スケジュール等の詳細
• 案件エントリに必要な項目の詳細

③「共同調達窓口」の詳細
• 運営会社、運営者の所属等の詳細

④ファイアウォールの詳細
• 「調達窓口」「調達会社」「NTTグループ各社」との間の
“ファイアウォール”の具体的措置、適正性の担保方法

NTT殿提案の共同調達スキームについて、事前に少なくとも下記を明確にすべき

出典：NTTグループにおける共同調達に関する検討会(第1回) 資料1-5 日本電信電話株式会社 説明資料(2020年3月24日) P.6



18(4)公正競争を阻害しない範囲での共同調達の実施に関する方針の策定

(1) 公正競争を阻害しない範囲において例外的に共同調達

(2) 利用者への利益の還元

(3) 他事業者も含めた共同調達

• NTT殿から示された共同調達の実施方針は、公正競争環境を確保する取り組みとして不十分
• 公正競争を阻害しない「例外的」な範囲として具体化(①調達可能品目の限定、②閾値による制限)
されたルールの下で実施する

• NTT殿のネットワークサービス(光サービス卸等)の提供料金低廉化を要件とする

• 競争事業者の参加・公平性を確保すべく、対象品目を限定して実施する
(競争事業者がNTT殿に対して、共同調達に必要な情報を提供可能な品目に限定)

• 共同調達スキームについて、事前の詳細条件公表を要件とする

(1)～(3)について本検討会の方針として策定・公表したものに基づくべき
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20検証のための報告の必要性

競争事業者等

共同調達の
状況・情報
の公表

① 公正競争阻害のおそれが
認められる場合には、
すみやかに是正措置を講じる

② 答申に記載の前提変化時は
方針・ガイドライン等を見直す

情報の開示・事後措置

NTT殿

総務省殿

出典：NTTグループにおける共同調達に関する検討会(第1回) 資料1-5
日本電信電話株式会社 説明資料(2020年3月24日) P.4

共同調達の状況の公表の適宜実施のみでは不十分
「経営情報に係るものは公表対象外」とあるが、検証のための報告は必要

公正競争阻害の
有無を確認の上、
検証結果を根拠
と共に開示

公表不可情報
も含め

定期的に報告



21NTT・NTT東西殿の調達額の比率上昇時の対応

出典：NTTグループにおける共同調達に関する検討会(第1回) 資料1-5
日本電信電話株式会社 説明資料(2020年3月24日) P.2

NTT・NTT東西殿の調達額の比率が一定水準に低下したことが許容の前提である以上、
当該比率が上昇に転じた場合には共同調達を再度禁止すべき

比率算定の妥当性(分子・分母等)も要検証

出典：電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証 最終答申(情報通信審議会：2019年12月17日）P.52

横ばい or 低下が共同調達許容の前提

比率が上昇に転じた場合は再度禁止



22共同調達で得られる効果の公表・検証
少なくともNTT殿が共同調達で得られる効果として示している項目については

総務省殿における検証とともに、状況の公表が必要

共同調達の効果が市場にどのように反映されたかに関する
NTT殿における評価及び総務省殿の検証結果の公表が必要

出典：電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証 最終答申(情報通信審議会：2019年12月17日）P.52

出典：NTTグループにおける共同調達に関する検討会(第1回) 資料1-5
日本電信電話株式会社 説明資料(2020年3月24日) P.3

NTTグループ殿のプラスの効果と
少なくとも同等の効果が競争事業者に生じていなければ

共同調達の禁止等の是正措置が必要



23IOWN構想・ネットワーク仮想化進展等の影響確認
IOWN構想、ネットワーク仮想化の進展等により、

答申で前提としている環境に変化が生じていないか等の確認・検証が必要

出典：NTTグループにおける共同調達に関する検討会(第1回) 資料1-4 当社説明資料(2020年3月24日）P.16

IOWN研究開発・導入、ネットワーク仮想化に伴う調達等
によって、前提・環境変化がないか確認・検証が必要
• 国内ベンダ回帰・囲い込み

(5G投資促進税制等による国内ベンダー拡大の流れ等変化あり)
• NTT殿独自仕様推進・グローバル仕様との乖離有無

出典：電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証 最終答申(情報通信審議会：2019年12月17日）P.52

競争事業者の排除につながる懸念あり



24公表・報告項目例
確認・検証内容 公表・報告項目(例)

NTT・NTT東西殿の共同調達の実態・
例外的許容の前提である共同調達額比率等の検証

• NTT・NTT東西殿及びグループ各社の調達額・推移
• NTT・NTT東西殿の調達額比率・推移
• 特定の品目毎の調達額・推移
• 特定の品目毎の単価・推移
• 共同調達比率算定の妥当性に関する情報
• 共同調達した商品・品目 等

公正競争を阻害しない範囲において
例外的に共同調達がされていることの検証
(①調達可能品目の限定 ②閾値による制限)

他事業者を含めた共同調達の実態・
運用の適正性の検証

• 他事業者の参加した共同調達の実績
 共同調達に占める他事業者の参加・マッチングの状況 等

• ファイアウォール担保の詳細 等

IOWN構想、ネットワーク仮想化の進展等
による環境変化の有無・影響の検証

• 新技術研究開発・導入に係る共同調達の内容・実績 等
 IOWN研究開発・導入に伴う調達
 ネットワーク仮想化に伴う調達 等



25認可制の導入
公正競争環境確保のため、例外的な共同調達の許容にあたり

(1)～(4)の条件及び事後措置の履行を担保すべく認可制が必要

出典：NTTグループにおける共同調達に関する検討会(第1回) 資料1-4 当社説明資料(2020年3月24日）P.21

これまで禁止されていた行為を
新たに許容するもの

他者設備利用と同様に、まずは
認可制により条件担保を確実にすべき
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27共同調達実施の許容可否について

 共同調達にあたり懸念がない品目に限定して許容

 認可制の導入・事後検証及び検証に基づく是正措置

 前提条件、環境変化時の制度見直し

最低限

少なくとも品目制限と事前認可・事後検証等の実施が必須
十分な制度整理ができない場合、共同調達の実施を認めるべきではない



28まとめ

 「例外的」な範囲の具体化(①調達可能品目の限定、②閾値による制限)が必要
 共同調達の効果としてネットワークサービス(光サービス卸等)の料金低廉化が必要
 競争事業者の共同調達スキーム参加・公平性確保のためには、対象品目の限定が必要

 共同調達の状況の公表に加え、検証のためには経営情報に係るものも含む報告が必要
 公正競争阻害のおそれが認められる場合には、すみやかに是正措置を講じることが必要
 答申に記載の前提変化時は、方針・ガイドライン等を見直すことが必要

 共同調達許容の条件及び事後措置の履行を担保すべく、認可制が必要
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